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１．人口・世帯 

（１）人口推移・構成比 

 上田市の人口は、昭和 55 年から平成 12 年まで増加していましたが、以降、減少が続いています。

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、今後も人口減少が継続する見込みです。（図表 1） 

 年齢 3 区分別人口構成比をみると、年少人口や生産年齢人口は低下傾向にあり、老年人口は上昇

傾向にあります。国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、老年人口の構成比は今後も上

昇を続ける見込みです。（図表 2） 

図表 1 年齢 3区分別人口の推移 

 

図表 2 年齢 3区分別人口構成比の推移 
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 平成 27 年から令和 2 年にかけての人口増減率を長野県および近隣市町村と比較すると、上田市で

は-1.8％と、長野県の-2.4％を上回っている一方、佐久市（-1.2％）や東御市（0.1％）、軽井沢町

（1.0％）、御代田町（2.4％）を下回っています。（図表 3） 

 上田市の人口増減の要因として、自然動態と社会動態をみると、自然動態は出生が死亡を下回る

状況が続いていることからマイナスが継続しており、マイナス幅は拡大傾向にあります。転出入

の状況を示す社会動態は、令和 5 年までの直近 5 年間のうち、令和 4 年と令和 5 年でプラスとな

っています。（図表 4） 

図表 3 人口増減率（長野県および近隣市町村との比較） 

 

図表 4 自然動態・社会動態の推移 
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 旧市町村別の人口構成比をみると、「旧上田市」が上昇傾向にある一方で、「旧丸子町」、「旧真田

町」、「旧武石村」は低下傾向にあります。（図表 5） 

 5 年前と比較した人口増減率を旧市町村別にみると、いずれの地域においても平成 17 年以降、増

減率がマイナスとなり、人口減少が続いているなか、「旧上田市」の減少ペースは比較的緩やかと

なっています。（図表 6） 

図表 5 旧市町村別人口構成比の推移 

 

 

図表 6 旧市町村別人口増減率（5年前との比較） 
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 令和 2 年における外国人の人口は 4,730 人と、平成 27 年から 1,792 人（61.0％）増加し、平成 12

年以降では最も多くなっています。（図表 7） 

 平成 12 年以降の外国人人口の推移を 5 歳階級別にみると、特に「45～49 歳」以上の年齢層にお

ける増加が顕著となっています。（図表 8） 

図表 7 外国人人口の推移 

 

 

図表 8 5 歳階級別 外国人人口の推移 
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 令和 2 年における総人口に占める外国人の割合をみると、上田市では 3.1％と長野県の 2.5％を 0.6

ポイント上回っています。県内 19 市との比較においては、諏訪市に次いで 2 番目に高い水準とな

っています。（図表 9） 

 上田市における 5 歳階級別の外国人割合を長野県と比較すると、特に「0～14 歳」および「25～

39 歳」で高くなっています。（図表 10） 

図表 9 外国人割合（令和 2年） 

 

 

図表 10 5 歳階級別 外国人割合（令和 2年） 
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（２）自然動態 

 出生および死亡による人口への影響をみると、出生数が減少傾向にある一方で、死亡数は増加傾

向にあることから、両者の差である自然動態は、マイナス幅が拡大傾向にあります。（図表 11） 

 上田市の合計特殊出生率は平成 27 年までは概ね長野県を上回って推移していたものの、平成 28

年以降、長野県を下回る状況が継続しています。（図表 12） 

図表 11 自然動態の推移 

 

 

図表 12 合計特殊出生率の推移 
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 出生数は減少傾向にありますが、平成 7 年を 100 とした指数にて長野県と比較すると、概ね同様

の推移となっています。（図表 13） 

 出生数の母の年齢別構成比をみると、長野県・上田市ともに、29 歳以下での出生数の割合が低下

傾向にあるのに対し、35 歳以上では上昇傾向にあります。（図表 14） 

図表 13 出生数の推移 

 

 

図表 14 出生数の母の年齢別構成比の推移 
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 20-44 歳の女性の未婚率は上昇傾向にあるものの、平成 12 年以降、長野県を下回って推移してい

ます。（図表 15） 

 20-44 歳の女性の未婚率を 5 歳階級別にみると、いずれの年齢階級においても上昇傾向にある一方

で、平成 17 年以降、全ての年齢階級において長野県を下回って推移しています。（図表 16） 

図表 15 女性 20-44 歳 未婚率の推移 

 

 

図表 16 女性 20-44 歳 未婚率の推移（5歳階級別） 
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 20-44 歳の有配偶女性 100 人当たりの出生数をみると、平成 27 年および令和 2 年においては長野

県を下回っています。（図表 17） 

 20-44 歳の有配偶女性 100 人当たりの出生数を 5 歳階級別にみると、令和 2 年は全ての年齢階級

において長野県を下回っています。（図表 18） 

図表 17 有配偶女性 20-44 歳 100 人当たりの出生数の推移 

 

 

図表 18 有配偶女性 20-44 歳 100 人当たりの出生数の推移（5歳階級別） 
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（３）社会動態 

 転出入等による人口への影響をみると、平成 23 年から令和 5 年の 13 年のうち、令和元年および

令和 2 年を除く 11 年で、転入が転出を上回り転入超過となっています。その一方で、転入と転出

の差に職権による住民票の記載・消除を加えた社会動態がプラスとなったのは、平成 23 年から令

和 5 年の 13 年のうち 6 年に留まっています。（図表 19） 

 なお、職権によって住民票が消除されるケースとしては、実態調査により居住実態が無いと判断

された場合のほか、外国人については、法務省からの帰国通知および在留期間満了の通知を基と

する場合等が挙げられます。 

 直近 5 年間（令和元年～令和 5 年）の社会動態について、上田市は-461 人と、県内 77 市町村中 8

番目に低い水準となっています。（図表 20） 

図表 19 社会動態の推移 

 

図表 20 社会動態（R元～R5年） 県内市町村との比較 
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 平成 27 年から令和 2 年にかけての純移動数を、過去と比較すると、特に「15～19 歳→20～24 歳」

で増加がみられます。また、「0～4 歳→5～9 歳」のほか、「25～29 歳→30～34 歳」、「35～34 歳→

35～39 歳」でも増加しています。（図表 21） 

図表 21 純移動数の推移 
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表」に基づきデジタル田園都市国家構想実現会議事務局作成）
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 令和 2 年における 5 年前および現在の常住地別の転入超過数をみると、「15-19 歳」「20-24 歳」に

おいては「首都圏」への転出超過が顕著となっています。（図表 22） 

 令和 2 年と平成 27 年を比較すると、「20-24 歳」における「首都圏」への転出超過数が縮小してい

るほか、同年齢階級における「その他県外」からの転入超過数が拡大しています。（図表 23） 

図表 22 5 年前および現在の常住地による転入超過数（令和 2年） 

 

図表 23 5 年前および現在の常住地による転入超過数（平成 27年・令和 2年） 
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（４）世帯・世帯人員 

 上田市の世帯数は増加傾向にある一方で、1 世帯当たりの平均人数は減少傾向にあります。（図表 

24） 

図表 24 世帯数および 1世帯当たりの平均人数の推移 
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 人口の世帯種類・家族類型別の構成比をみると、「夫婦のみの世帯」および「親と子供から成る世

帯」の割合が増加傾向にあり、核家族化が進んでいます。また、「単独世帯」や「施設等の世帯」

の割合も増加傾向にあります。（図表 25） 

 5 歳階級別にみると、ほとんどの年齢階級において上記の傾向が共通しています。 

図表 25 人口の世帯種類・家族類型別構成比 
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２．産業・雇用 

（１）事業所数・従業者数 

 令和 3 年における産業別の事業所数をみると「卸売業,小売業」「宿泊業,飲食サービス業」「製造業」

の順に多くなっています。全国および長野県と比較した特化係数をみると「卸売業,小売業」「製造

業」等において 1.0 を上回っており、上田市が全国や長野県に比べて特化している産業と言えます。

（図表 26） 

 令和 3 年における産業別の従業者数をみると「製造業」「卸売業,小売業」「医療,福祉」の順に多く

なっています。全国および長野県と比較した特化係数をみると「製造業」「医療,福祉」において

1.0 を上回っており、上田市が全国や長野県に比べて特化している産業と言えます。（図表 27） 

図表 26 事業所数・特化係数（令和 3年） 

 

図表 27 従業者数・特化係数（令和 3年） 
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（注） 特化係数：産業別構成比（上田市）/産業別構成比（全国または長野県）（1.0を上回っている産業は上田市

が特化している産業と言える。）
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 事業所数の推移をみると令和 3 年では 7,108 となっており、平成 21 年の 8,272 から 1,164（14.1%）

減少しています。平成 21 年を 100 とした指数にて、全国および長野県と比較すると、上田市は

86 と全国の 88 を下回っている一方で、長野県の 85 を上回っています。（図表 28） 

 従業者数の推移をみると令和 3 年では 73,947 人となっており、平成 21 年の 73,957 人から 10 人

（0.01%）減少しています。平成 21 年を 100 とした指数にて、全国および長野県と比較すると、

上田市は 100 と、全国（99）、長野県（95）をいずれも上回っています。（図表 29） 

図表 28 事業所数の推移 

 

図表 29 従業者数の推移 
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 平成 21 年から令和 3 年における産業別の事業所数の増減率を全国や長野県と比較すると、事業所

数が多い「卸売業,小売業」で全国・長野県よりもマイナス幅が小さい一方で、次いで事業所数が

多い「宿泊業,飲食サービス業」では全国・長野県よりもマイナス幅が大きくなっています。（図表 

30） 

 平成 21 年から令和 3 年における産業別の従業者数の増減率を全国や長野県と比較すると、従業者

数が多い「卸売業,小売業」で全国・長野県を上回っています。（図表 31） 

 また、従業者数について、図表 27 の通り、上田市では「医療,福祉」の構成比が比較的高くなっ

ているところ、同産業の従業者数は、全国、長野県、上田市のいずれにおいても平成 21 年から令

和 3 年にかけて約４割増加しています。（図表 31） 

図表 30 産業別 事業所数の推移 

 

図表 31 産業別 従業者数の推移 
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（資料）経済産業省「経済構造実態調査」

（注） 令和2年以前は従業者数4人以上の事業所。令和3年は産業中分類,小分類又は細分類ごとに製造品出荷額等を

上位から累積し、当該分類に係る製造品出荷額等総額の9割を達成する範囲に含まれる事業所。

全国・長野県について従業者数29人以下の事業所は付加価値額、30人以上は粗付加価値額。

労働生産性：粗付加価値額/従業者数

（２）製造業 

 製造品出荷額等は、平成 21 年に前年比 1,787 億円（32.6％）減少した後、増加傾向が続き、平成

30 年には 10 年ぶりに平成 20 年の水準を超えました。（図表 32） 

 令和 3 年における労働生産性（粗付加価値額/従業者数）を全国や長野県と比較すると、上田市に

て粗付加価値額の大きい「電気機械器具製造業」や「食料品製造業」では、全国や長野県を上回

っています。（図表 33） 

図表 32 製造品出荷額等の推移 

 

図表 33 製造業 労働生産性（令和 3年） 
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（３）小売業 

 小売業の年間商品販売額は、平成 24 年の 1,406 億円から平成 26 年に 1,887 億円にまで増加した

後、令和 3 年には 1,608 億円に減少しています。（図表 34） 

 全国や長野県と比較した産業別の特化係数をみると、燃料小売業や医薬品・化粧品小売業を含む

「その他の小売業」の他、百貨店・総合スーパー等の「各種商品小売業」において 1.0 を上回って

おり、上田市が全国や長野県に比べて特化している産業と言えます。（図表 35） 

図表 34 小売業 年間商品販売額の推移 

 

図表 35 小売業 年間商品販売額 産業中分類別特化係数（令和 3年） 

 

  

94 127 193 127 
102 100 

110 
85 

373 
458 393 

370 

218 

353 380 

306 

573 

742 654 

620 

45 

107 
43 

101 1,406 

1,887 
1,773 

1,608 

0

600

1,200

1,800

2,400

H24

(2012)

H26

(2014)

H28

(2016)

R3

(2021)

無店舗小売業

その他の小売業

機械器具小売業

飲食料品小売業

織物・衣服・身の回り品

小売業

各種商品小売業

（資料）内閣府・経済産業省「地域経済分析システム-RESAS」（総務省・経済産業省「経済センサス-活動調査」）

（億円）

（年）

620 

370 
306 

127 
101 

85 

1.31 1.31 

1.04 

1.00 

1.97 

1.09 1.06 

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

0

200

400

600

800

上田市 年間商品販売額 特化係数(対全国)

(右目盛)

(対長野県)

(右目盛)

（資料）内閣府・経済産業省「地域経済分析システム-RESAS」（総務省・経済産業省「経済センサス-活動調査」）

（注） 特化係数：産業別構成比（上田市）/産業別構成比（全国または長野県）（1.0を上回っている産業は上田市

が特化している産業と言える。）

（億円） （特化係数）



２．産業・雇用  （４）農業 

20 

（４）農業 

 経営耕地面積は、平成 17 年の 29.5ha から令和 2 年には 26.1ha へ減少しています。平成 17 年を

100 とした指数でみると、全国・長野県を上回って推移しています。（図表 36） 

 基幹的農業従事者の平均年齢は、全国、長野県、上田市のいずれにおいても上昇傾向にあります。

上田市は、全国・長野県を上回って推移しています。（図表 37） 

図表 36 経営耕地面積の推移（全国・長野県との比較） 

 

図表 37 基幹的農業従事者 平均年齢の推移 
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（５）観光 

 観光地延べ利用者数の推移をみると、NHK 大河ドラマ「真田丸」の放送のあった平成 28 年に増

加がみられた後、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を主因として令和 2 年に前年比 54.2％減

少しました。また、平成 25 年を 100 とした指数にて、長野県と比較すると、平成 29 年までは長

野県を上回って推移していましたが、平成 30 年以降は長野県を下回っています。（図表 38） 

 各観光地の平成 25 年と令和 4 年の利用者数を比較すると、美ヶ原高原、角間温泉ではそれぞれ

46.4％、11.3％増加しています。その一方で、利用者数の多い上田城址、菅平高原ではそれぞれ

9.9％、33.4％減少しています。（図表 39） 

図表 38 観光地延べ利用者数の推移 

 

図表 39 観光地延べ利用者数の推移（観光地別） 

 

  

475 475 
553 

721 

505 467 448 

205 219 
360 

100.1 

116.5 

151.9 

106.3 

98.3 94.4 

43.3 46.1 

75.7 

100.0

98.4
109.1 104.7 101.8

101.8 100.5

60.2 61.6

88.2

0

40

80

120

160

0

250

500

750

1,000

H25

(2013)

H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)
R元

(2019)

R2

(2020)

R3

(2021)

R4

(2022)

上田市 延べ利用者数 上田市 H25=100

(右目盛)

長野県 H25=100

(右目盛)

（資料）長野県「観光地利用者統計調査」

（万人） （H25=100）

（年）

90.1 
66.6 58.3 

146.4 

67.5 
52.7 

63.4 

111.3 

45.5 37.4 

0

50

100

150

200

0

40

80

120

160

H25(2013) R4(2022) H25=100(右目盛）

（資料）長野県「観光地利用者統計調査」

（注） シャトー・メルシャン椀子ワイナリーはR3(2021)年より調査対象地点に追加されており指数は算出不可。

（万人） （H25=100）



２．産業・雇用  （５）観光 

22 

 外国人延宿泊者数は、平成 28 年以降増加傾向にありましたが、令和 2 年に前年比 78.3％減少し、

3,517 人泊となりました。また、平成 28 年を 100 とした指数にて、長野県と比較すると、平成 29

年以降、長野県を上回って推移しています。（図表 40） 

図表 40 外国人延宿泊者数の推移 

 

  

8,227 

12,303 
14,932 

16,190 

3,517 
3,880 

100 

150 

181 197 

43 47 

117 

139 139 

40 

16 
0

50

100

150

200

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)
R元

(2019)

R2

(2020)

R4

(2022)

上田市 外国人延宿泊者数 上田市 H28=100

(右目盛)

長野県 H28=100

(右目盛)

（年）

（H28=100）

（資料）長野県「外国人延宿泊者数調査」

（注） 令和3(2021)年は上田市の数値が公表されていないため省略。

（人泊）



２．産業・雇用  （６）雇用 

23 

（６）雇用 

 上田市常住者について、平成 27 年から令和 2 年における就業率の増減をみると、男性では 20～

24 歳や 60～74 歳等で増加しています。女性では 85 歳以上を除く全ての年齢階級において増加が

みられます。（図表 41） 

 令和 2 年における就業率を全国と比較すると、上田市では、特に女性の 40～69 歳の就業率が高く

なっています。（図表 42） 

 同様に、長野県と比較すると、男性では 40 歳以上、女性では 45 歳以上の年齢階級において就業

率が低くなっています。（図表 42） 

図表 41 就業率（平成 27 年・令和 2年） 

 

図表 42 就業率 全国・長野県との比較（令和 2年） 
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 上田市に常住する 15 歳以上の就業者数を従業地別にみると、上田市で従業する者の割合は減少傾

向にある一方で、上田市に常住しながら上田市外で従業する「流出人口」の割合が増加傾向にあ

ります。（図表 43） 

 上田市で従業する 15 歳以上の就業者数を常住地別にみると、上田市に常住する者の割合は減少傾

向にある一方で、上田市外に常住しながら上田市で従業する「流入人口」の割合が増加傾向にあ

ります。（図表 44） 

図表 43 常住地による 15 歳以上就業者数（従業地別） 

 

図表 44 従業地による 15 歳以上就業者数（常住地別） 
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　　　　上田市以外の県内市町村は、令和2年時点における上位5市町村を掲載。
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３．自然・住環境 

 1 人 1 日当たりのごみ排出量について、生活系ごみの排出量が減少傾向にあります。（図表 45） 

 リサイクル率は、平成 27 年度以降低下傾向にあります。（図表 46） 

図表 45 １人１日当たりのごみ排出量の推移 

 

図表 46 リサイクル率の推移 
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 再生可能エネルギーの導入設備容量は、特に太陽光発電で増加傾向にあります。これに伴って、

電気使用量に対する再生可能エネルギーの発電電力の割合を示す「対電気使用量 FIT・FIP 導入比」

が上昇傾向にあります。（図表 47） 

図表 47 再生可能エネルギーの導入設備容量の推移 
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 図表 1（1 ページ）の通り、総人口は平成 12 年をピークに減少が続いていますが、人口集中地区

の人口は平成 12 年から平成 17 年にかけて増加した後、減少傾向にあります。人口集中地区人口

比率は、平成 17 年の 33.0％から令和 2 年には 30.0％へ低下しています。（図表 48） 

 空き家の戸数は平成 25 年から平成 30 年にかけて減少していますが、空き家のうち「その他の住

宅」の戸数は平成 20 年以降増加が続いています。（図表 49） 

図表 48 人口集中地区人口比率の推移 

 

図表 49 空き家戸数・空き家率の推移 
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４．福祉・健康 

 夫婦と子供がいる一般世帯のうち夫婦ともに就業者である世帯の割合を「共働き世帯割合」とし

てみた場合、最年少の子供の年齢が 7 歳以下の世帯では、平成 22 年から令和 2 年にかけて上昇し

ています。特に、最年少の子供の年齢が 1 歳～4 歳の世帯においては、同期間中に 10 ポイント以

上の上昇がみられます。（図表 50） 

 保育園児童数および幼稚園園児数は、令和元年以降減少傾向にあります。また、3-5 歳人口（4 月

1 日現在）を上回って推移しています。（図表 51） 

図表 50 共働き世帯割合の推移 

 

図表 51 保育園児童数および幼稚園園児数の推移 
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 特定健康診査の実施率は、令和 2 年度を除き、40％台後半で推移しています。（図表 52） 

 特定保健指導について、対象者数が減少傾向にあり、実施率は上昇傾向にあります。（図表 53） 

図表 52 特定健康診査受診者数・実施率の推移（市町村国保） 

 

図表 53 特定保健指導終了者数・実施率の推移（市町村国保） 
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 平均寿命は男女ともに上昇傾向にあります。令和 2 年の平均寿命は、男女ともに長野県を下回っ

ています。（図表 54） 

 要支援・要介護認定者数は増加傾向にあります。（図表 55） 

図表 54 平均寿命の推移 

 

図表 55 要支援・要介護認定者数の推移 
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 人口の世帯種類・家族類型別の構成比について、65 歳以上の高齢者に着目してみると、単独世帯

や夫婦のみの世帯の割合が上昇傾向にあります。（図表 56） 

図表 56 人口の世帯種類・家族類型別構成比［図表 25 再掲］ 
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５．行財政 

 財政力指数は概ね一定で推移しています。（図表 57） 

 経常一般財源収入に占める経常的経費の比率である経常収支比率は、平成 27 年度の 85.7％から令

和元年度の 90.0％へ 4.3 ポイント上昇しましたが、令和 3 年度には 85.5％へと低下（財政構造が

柔軟化）しています。（図表 58） 

図表 57 財政力指数 

 

図表 58 経常収支比率 
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 借入金（地方債）の返済額等の大きさを示す実質公債費比率は、平成 23 年度から平成 27 年度に

かけて低下（資金繰りの改善）がみられます。（図表 59） 

 将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標である将来負担比率は、長期的に低下傾向にあり

ます。（図表 60） 

図表 59 実質公債費比率 

 

図表 60 将来負担比率 
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（注） 実質公債費比率：当該地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基

本とした額に対する比率。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化

し、資金繰りの程度を示す指標ともいえる。
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